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は じめに

1985年の国勢調査によると,わが国の人口 1

億2,000万人のうち46。 3%に あたる5,600万人が

京浜 0京阪神・中京の三大都市圏に住み,そ の

うちの3,600万人,全人口の約30%が大都市圏

の郊外地域に居住する。戦後のわが国の人口移

動を概観すると,1950060年代の地方から大都

市への大量の人口移動は大都市圏の形成を生み,

その後の ドーナツ化現象は郊外をして大都市圏

の人口増加を支えたらしめた。70年代の後半か

ら大都市圏の人口増加は鎮静化し,全国的な人

口増加も平準化してきたが,こ の30年間の歴史

は郊外に大量の人口の滞留を生み9郊外の生活

史を共有する人びとのライフスタイルを無視で

きない状況をつ くり出してきた。

ところで従来の都市地理学によると,都市圏

は都市の勢力圏と同義であり,郊外は市街化の

最先端となる地域を意味 していた。したがって

都市圏研究は,都市化という要因のもとに大都

市の周辺がどのように変化 してきたかという実

態を把握 し,大都市がその周辺地域を組織化 し

ていく過程を解明することに主眼がおかれてい

た。すなわち,都市化を都市景観の拡大ととら

え,大都市 とその周辺の複合的変化を大都市の

観点からとらえようとするものであり,郊外は

あたかも大都市の付属物のように位置づけられ

てきたといってもよい 1し

しかしながら郊外の成長は,大都市と郊外を

相対的な関係において把握する必要を生じた。

都市圏の求心的構造を暗黙の前提として都市圏

の拡大現象を解明しようとする立場から,大都

市 と郊外の相互関係の変化に注目して,新たな

都市圏構造を見いだそうとする立場への転換で

ある。このような認識を背景にして,昨今,大

都市圏の構造変化を指摘する議論が提供されて

いる。

その一つは,大都市圏の多核化を指摘するも

のであり,中心都市の人口や産業の受け皿であ

った大都市圏の郊外が,機能的な総合性 と自立

性を備えることにより,大都市圏の求心的な構

造が崩壊 し,多核的な構造に都市圏の再編成が

行なわれていることを指摘するものである2し

もう一つは,主 として東京圏の状況を念頭に

おき,1980年代の東京への機能の一極集中が,

国内外を統括する都心業務地 と圏域を統括する

副都心の分化をもたらし,そ の結果,過大化 し

た大都市圏が日常生活 レベルの圏域に分化 しつ

つあることを指摘するものである3)。

前者は主として郊外の成長から,後者は都心

の過大化から大都市圏の構造変化を指摘するも

のであるが,いずれにせよ,郊外の生活空間の

変質を示唆する点には変わりがない。そこで本

小論では,東京大都市圏を対象として,そ の長
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期的な構造変化の動向を安定した指標にもとづ

いて検討 し,その現段階を位置づけることを試

みる。そして,生活者としての郊外住民の立場

から,こ こで得られた構造変化を解釈 し,郊外

の生活空間の評価を試みてみたいと考える。

なお,本稿では都市圏の構造を中心市と郊外

の単純な 2区分モデルで捉える。本稿でいう東

京大都市圏は,東京都・埼玉県・千葉県・神奈

川県の 1都 3県 をさし,そ のうち東京都特別区

部を中心市,それ以外を郊外と称することにす

る。このような設定には,地域区分が単純であ

り,さ らに地域の設定が恣意的であるという問

題点がある。本来的には,中心市を都心・副都

心・既成市街地などに分け,郊外も内郊・外郊・

郊外中心都市などに分けるのが実態に促した分

類 といえるかもしれない。しかし,こ のように

地域を細分することは,利用可能な情報量を激

減させるとぃった統計上の問題を生じるだけで

なく,長期的にはそれぞれの地域が拡大・変化

するために,こ の変化自体も説明されなければ

ならないという問題を残すことも考慮されなけ

ればならない。

1 東京大都市圏の構造変化

(1)大都市の発展段階

大都市の発展については,西欧の経験を類型

化 した,都市化 (urbanレaIOn),郊外化 (sub_

urbanizatiOn),逆 都市化 (desurba」 za伍On)の

3段階説がよく知られている4)。 これは,都市

圏を中心市 (central cOre)と 郊外 (suburban

Hng)の 2地域に区分 して,それぞれの人口の

動態をもとに都市圏の盛衰を大局的に概説 した

ものである。モデルとしては非常に単純である

が,それ故に複雑な都市の発展を実証的に分析

可能としている面もあり,その制約を十分考慮

するならば,ひ とつの分析の道具として有効に

利用することができる。

都市化は,工業化の進展とともに都市へ産業

が集中し,それにともなって職住の近接を基本

とする人口が急速に増加したものである。都市

中心部の高い人口増加率によって把握されるが,

都市圏の外延的拡大は脆弱である。農村から都

市への集中的な人口移動を広義の都市化とすれ

ば,人口や産業が都市の中心部に集中すること

から,集中的都市化と呼ぶことができる。

都市の中心部に産業や人口の集積が進み,中
心部の過密が顕著になると,人口や一部の産業

による都市周辺部への分散がはじまり,都市圏

が形成されるようになる。さらに中心市におけ

る過集積の弊害が顕著になると,成長の中心は

郊外に移動して,中心市の相対的衰退を生 じる

ようになる (相対的分散)。 中心市の人口の絶

対的減少をみることもあるが (絶対的分散 ),

郊外の人口増加がそれを補って著しいので,都
市圏全体では人口の増加が継続される。これを

郊外化 と呼び,さ きの集中的都市化に対して分

散的都市化と対置することができる。

中心市だけでなく郊外でも人口が減少し,都
市圏全体の人口減少が生じる段階を逆都市化 と

呼ぶ。中心市のみならず郊外の人口をも減少さ

せるメカニズムについては必ずしも説得的では

ないが,形式的には人口の分散化傾向が都市圏

の範囲を越えて非都市圏にまで及んだものとと

らえることもできる。Klaassenに よれば,分析

の対象 としたヨーロッパのH5都市圏のうち,

1970年の時点で11の都市圏が逆都市化の段階に

あるという。また Berryは ,1970年 を境にアメ

リカ合衆国では非都市圏の人口増加が都市圏の

人口増加を上回るようになったことから,こ れ

まで長い間続いてきた農村から都市への人口移

動 (都市化)の反転を示すものであるとして,反
都市化 (counterurbanizatiOn)と 呼んでいる5)。

以上の発展段階のうち,逆都市化や反都市化

については異論もみられるが6), 
とりあえず東

京大都市圏の人口の推移を概観することにより,

発展段階のなかに位置づけてみることにしよう。
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東京大都市圏の総人口は,1920年の768万人

から一貫 して増加を続け,1985年 には3,032万

人に達した。そして全国の人口に占める割合も,

13.7%(1920年 )か ら25.1%(1985年 )へ と上

昇して,わが国の人口の1/4を 占めるに至って

いる。これを中心市 と郊外に分けてみると,

1960年頃までは人口の総数で中心市と郊外はほ

ぼ拮抗していたが,1960年 以降中心市では人口

の停滞もしくは減少がみられるようになり,郊

外の人口増加が圏域全体の人口増加を支えるよ

うになった (第 1図 )。 1985年 の郊外の人口は

約29200万人であり,圏域人口の約3/4(72。 5%)

を郊外が占めている。東京都,大阪府,愛知県

を除 く県庁所在都市の総人口が2,273万人であ

るから,東京大都市圏の郊外人口はこれにほぼ

匹敵する。

1960年を構造変化のひとつの転機として捉え

る見方は,年平均人口増加率の推移を示すこと

によってより鮮明となる (第 2図 )。 第 2次世

界大戦による一時的な混乱を除けば,1950年 代

までは中心市の人口増加率が郊外の人口増加率

を上回り,1960年 を境に中心市 と郊外の人口増

加率が逆転するようになった。すなわち,先述

した発展段階説にしたがえば,1960年 を境に都

市化の段階から郊外化の段階に移行したといえ

ょぅ7)。

一方1970年代になると,中心市の人口増加率

がマイナスに転 じ,都市圏が相対的分散から絶

対的分散の状態を示すようになった。このまま

中心市の人口減少が継続 し,そ のうえ郊外の人

口増加を上回るようになると,逆都市化の段階

になるが,1980年 代になると中心市の人口が再

び増加に転 じるようになった。これはよく言わ

れているように,国際化や情報化の進展,産業

構造の変化などによる東京への一極集中が中心

市の雇用の増大をもたらす一方,大都市圏の拡

大が通勤可能限界のぎりぎりにまで進んだため,

中高層化による中心市の住宅供給量の増加が人

国の回帰をもたらしたものと理解される。

中心市の人口回帰が一時的な現象であるのか ,

あるいは新たな発展段階をもたらすことになる

のか興味のあるところであるが,そ れとは別に

本稿では,1960年以降郊外人口の爆発的な増加

を経験 してから30年近 くが経過 しよとうとして

いることに注目したい。30年 といえばひとつの

世代が交替する期間であり,郊外に生まれ,郊

外を故郷とする郊外世代が人口の一定の割合を

占めるに至ることは,郊外の生活の変質を予想

させ,中心市対郊外といった構造図式を再考す

る必要があると考えるからである。

(2) 交椰タト化

郊外の成長にともなって中心市の相対的地位

が低下することは,い まや多 くの大都市圏で一

般的に認められる。しかしながら,全体の集積

量からみれば中心市が圏域内で占める割合は圧

倒的に高 く,個別郊外地区が中心市に対抗する

ことを意味 しない。 この点 について Masotti

(1973)は ,個 々の狭い郊外地区 (suburb)が

都市機能や人口の面で中心市 とは比較にならな

くても,総体 としてみた郊外 (suburbia)力 経`

済活動 と人口構成の面で中心市と競い合うまで

に成長し,中心市にとってかわるだけの存在と

なることの意義を強調 している8)。
すなわち,

人口や雇用の多 くが郊外に発生し,総体として

の郊外が中心市を凌駕するようになることは,

単に郊外が中心市との分業関係に立って都市機

能の特定部門を受け持つのではなく,それまで

中心市が保持 していた機能の相当量を郊外が受

け持つようになることを想起させ,中心市 と郊

外の相互関係に変化をもたらしていると考えら

れるのである。

以上のような観点から,東京大都市圏の郊外

が中心市 と同等の集積量を持つようになった時

期に注目して,雇用分布の変化についてみてみ

よう。
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総務庁統計局『国勢調査』 (各年次)に よる。

なお,中心市とは東京都特男U区部をさし,郊外は特別区部を除 く東

京都と,埼玉,千葉,神奈川の 3県 を合わせたものとする。以下同

様。

第 1図 東京大都市圏の人口の推移
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大都市圏の構造変化と郊外 (川 口)

1951195419571960196319661969 1972197519781981 1985 年

□中心市 囲郊外

総務庁統計局『事業所統計』 (各年次)に よる。

なお,「農林水産業」および「公務」従業者は除 く。また,19510

54年については,「民営・公営」事業所の従業者のみ算入。

第 3図 東京大都市圏の従業者数の推移
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東京大都市圏では1960年代以降,一貫して郊

外における従業者数の増加率が中心市のそれを

上回ってお り,人口の郊外化とともに雇用の郊

外化も進展してきたが,1980年 代になって郊外

における従業者数が中心市の従業者数を上回る

に至った (第 3図 )。 1985年 の中心市は人口が

835万人に対 し就業者数は390万人であり,郊外

は人口2,200万人に対し従業者数が764万人であ

るから,人 口比に対して中心市への雇用の集中

は歴然であるが,郊外では1960～ 85年の間に,

人口の増加率 (230%)を 上回るペースで従業者

数 (330%)力 増`加した。

これを職業別にみてい くと (第 4図 ),当該

項 目の国勢調査従業地別集計は1970年以前に遡

れないためにその傾向から半J断すると,生産運

輸関係のブルーカラー職種は,1960年 代にはす

でに郊外の就業者数が中心市を上回っていたも

のとみられる。つづいて1980年代になると,販

売サービス関係の職種において郊外の就業者数

が中心市を上回るようになり,さ らに事務・技

術・管理関係のホワイ トカラー職種も,そ の傾

向から判断すれば,1990年 代には中心市の就業

者数を郊外が上回る趨勢を示 している。

これらの職業別の就業者数の推移は,それぞ

れの職種が代表する機能の郊外への分散を示唆

する。つまり,過密化 した中心市からまず製造

業が郊外に移転することにより郊外ではブルー

カラー職種の増加をみた。つぎに郊外の人口増

加にともなう需要の増加は個人消費関連の業種

の郊外における新規立地をもたらし,販売サー

ビス職種の増加をもたらした。そしてさらには

郊外における機能の増加が中心市による一元的

な管理を困難にするため:ホ ワイ トカラー職種

に代表されるような管理機能の郊外への分散が

進行する, という図式を描 くことができる。

これを先に述べた人口の動向と合わせて解釈
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事務・技術・管理関係職業

1975        1980

□ 中心市 圃 郊外

販売・サー ビス関係職業

□ 中心市 囲 郊外

総務庁統計局『国勢調査 (従業地による人口)』 (各年次)に よる。

ただし,1970075年は20%抽 出調査。

なお,「事務・技術・管理関係職業」は,専門技術的職業従事者 ,

管理的職業従事者,事務従事者の合計,「販売・サービス関係職業」

は,販売従事者,サ ービス職業従事者,保安サービス従事者の合計 ,

「生産・運輸関係職業」は,技能工 ,生産工程従事者および単純労

働者9採鉱・採石従事者,運輸通信従事者の合計である。

第 4図 東京大都市圏における従業地による職業別就業者数の推移

1975        1980

□ 中心市 □ 郊外

生産・運輸関係職業
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すると,1960年 代の郊外化の初期は,過密化 し

た中心市の人口や産業の受け皿として,中心市

居住者や製造業などの郊外移転がみられたが ,

1970年代になると,郊外において発生する需要

を満たすために機能が新規に立地して,郊外の

自律的な成長がみられるようになったといって

もよいであろう。

(3)多核化

郊外化は,人口や雇用の増加量が都市圏の中

心市より郊外において著 しいことから把握され

るが,前節の分析からその過程には,人口や産

業が中心市から郊外に分散する段階と,人口や

産業が郊外の自律的成長により新規に増加する

段階を設定することができる。ここではとりあ

えず,前者を郊外化初期,後者を郊外化後期 と

呼んでおこう。

郊外化初期の発端は,中心市の人口や産業が

その周辺に流出することに始まる。ホワイ トカ

ラーの増大や所得水準の上昇は新中間層とよば

れる階層を生み出し,それが郊外鉄道の発達や

自家用車の普及により,快適な居住空間を求め

て郊外に転出していった。また,中心市への企

業や雇用の集中が地価の高騰や交通混雑などを

招き,工場などの生産施設や流通施設の郊外へ

の移転をもたらした。すなわちこれらの郊外分

散は,中心市の居住環境や生産環境の悪化によ

り,人口や産業がそれに代わる環境を求めて郊

外に転出していったものであり,主 として中心

市の圧力が郊外の成長を保証したといってもよ

いだろう。

このために郊外化初期の段階では,製造業や

流通業,お よび最寄品小売業などの個人消費関

連サービス業は都市圏内に拡散するものの, ビ

ジネス機能や事務所関連サービス,専門的小売・

サービス業など,雇用や消費をひきつける機能

は中心市に残存する。したがって,中心市のも

つ吸引力は損なわれないため,都市圏は求心的

大都市圏の構造変化と郊外 (川 口)

構造が維持されると考えられる。

一方,郊外化後期は,郊外の人口が増加する

ことにより,郊外が自律的な成長を始めること

によって始まる。人口増加にともなう消費需要

の増大は, 日常生活関連の産業を中心に郊外へ

の新規立地をもたらし,さ らに高次の小売業や

公的・私的サービス業など,それまで中心市を

特徴づけてきた機能の郊外進出も顕著にみられ

るようになる。そして都市圏の広域化と郊外に

おける機能の増加は, しだいに圏域全体を中心

都市において一元的に管轄することを困難にし

て,地域的に統括する拠点にその圏域を管轄す

る機能が立地するようになる。すなわち,郊外

化後期における機能の分散は,郊外に地域的な

需要が成立し,機能の成立閾を満たすようにな

ることを基本的な前提 として,爆発的な人口増

加がそれを可能にしていったものと考えられる。

この結果,都市機能の多 くの部門にわたって

都市圏内の各地域で中心市への依存が弱まり,

求心的な構造の弱体化と,圏域内各地域間の複

雑な相互関連が発達するようになる。このこと

は,あ る一面では中心市の衰退に他ならないが,

他方,郊外の諸地域が中心市への依存を弱める

ことによって,自 立化 していくことと理解する

こともできる。したがって,郊外化初期を狭義

の郊外化 とするならば,郊外化後期は,中心市

の地位低下がみられる反面郊外が自立化し,都

市圏が求心的構造から多核的構造に移行する過

程として,多核化と位置づけることができる。

2 生活空間 と しての郊外

(1)郊外生活者

では,こ のような郊外の自立化と都市圏の多

核化は,郊外住民の生活空間にどのような変化

をもたらしているのであろうか。

我々の日常生活は,就業,購買,余暇などの

さまざまな活動によって支えられており,それ
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神奈川県1)

1968年 1978年  1987年

千葉県
2)

1968年  1978年  1988年

埼玉県
3)

1968年 1977年  1986年

世帯数 1092937 1906467 2472755

1009る    100'る    100ワる

615453 1152380 1568063

100ワる   100'6   10096

677639 1323713 1745952

1009る    1009る    100%

地元

市町村

341222  627701  751292

55。 49る  54。 5ワる  47。 9ワる

299055  538167  843879

44。 19る   40。 79る   48.3ワる

県内

他都市

158271  386241  529175

23。 49る  29。 2夕る  30.3ワる

東京 198530  252940  234512

18.29る   13.3,6   9。 5ワる

111083  154647  185638

18。 09る  13.496  11.89る

213160  384547  343327

31.59る   29。 1夕る  19.7'る

大都市圏の構造変化と郊外 (川 口)

第 2表 高級衣料品の買物先

1)神奈川県商工指導所『消費性向調査書』1969年,神奈川県商工指導センター『消費購買行動調査

報告書』1979年 ,1988年 による。

2)千葉県商工労働部『千葉県商圏調査報告書』1969年 ,1979年 ,1989年 による。

3)埼玉県商工部『埼玉県広域消費動向調査報告書』1969年 ,1977年 ,1987年 による。

いずれも各市区町村別の集計をもとに,1965075・ 85年の世帯数 (国勢調査)を ウェイトづけし

て,筆者算出。表中の年号は調査実施年を示す。調査品目に「高級衣料品」力`ない場合には,

「紳士服」と「婦人・子供服」の加重平均で代替した。なお,「県外」や「その他」の買物先は集

計から除外してあるので,表中の割合を合計しても100%に はならない。

て配布・回収がなされるため,回答者の年齢や

性別に偏 りがあり,主 として30～ 40歳台の家庭

の主婦を念頭にお くのが妥当であろう。

いずれの県においてもこの20年間に特徴的な

変化は,東京への流出率の低下であり,神奈川

県や千葉県では18%前後の流出率が10%程度に,

埼玉県では30%を越えていた流出率が20%を切

るまでに低下した。神奈川県や千葉県より埼玉

県の東京への流出率が高いのは,横浜市や千葉

市 といった拠点都市が埼玉県には存在 しないた

めと推測されるが,郊外における中心市への買

物流出率の低下を一般的な傾向として認めるこ

とができる。ただし,中心市への流失率の低下

が,地元滞留率の上昇に現われたのか,あ るい

は各県内の主要都市への流出に現われるのかは,

この分析だけでは不明である。

ここでいっさいを抽象して,就業者を「夫」,

買物客を「妻」 と称 してみよう。この20年の間

に,「夫」の中心市通勤率は20%か ら25%に上

昇し,一方,「妻」の買物の中心市流出率は20

～30%か ら10～ 20%に低下した。このことから,

家族の間で生活空間の断絶がいっそう広まった

と議論を導 くのは容易である。また,郊外に住

む「夫」が中心市で労働力を提供する対価 とし

て報酬を得て,それを「妻」力`郊外で消費する

といった図式を描 くとき,全 くの概念的な推論

であるが,「夫」の中心市指向率が上昇 して

「妻」の指向率が低下することは,そ の差の分
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だけ郊外での消費が増大 し,郊外の発展に寄与

したと話を展開することもできよう。

しかしここでは,「夫」の中心市通勤率が25

%で あることよりも,約 1,000万 人いる「夫」

うち中心市に就業の基盤を持っているものは250

万人にすぎず,残 りの750万人は郊外に就業の

基盤を持っていることに注目したい。つまり,

「夫」のうちの3/4は , ほとんどの「妻」 と同

様に,郊外に就業を含めた生活の基盤を持つ郊

外「生活者」であり,年少者や老人を含めると,

郊外の全人口2,200万人のうちの 8～ 9割は ,

ほとんど毎日,中心市とは何の関わりを持つこ

となしに生活しているのである。確かに郊外は

都市圏の中で中心市と社会経済的に密接な関係

を持つ地域として一般に位置づけられるが, 日

常生活の上でこのような定義に当てはまる人は,

実にきわめて少数派であることを強調 しておき

たい。

(2)郊外の地方都市化

生活活動を,就業や購買など生活を行なうた

めの手段 としての必需的な活動 と,よ り生活を

豊かにするために行なう選択的活動に分類する

ことにはさして異論はないであろう。

必需的活動は人間の生命や生活を維持するた

めに不可欠な活動であり,義務的,賦課的な活

動である。そのため,そ の活動に要する時間や

費用をできるだけ少なくするように合理性が追

求され,必需的活動にともなう生活空間を身近

な行動圏の中で完結させようと考えるのが自然

である。もちろんこういった評価は活動によっ

て得られる利益により相対化されるため,中心

市通勤者のように移動距離の長大化を正当化す

ることもできよう。 しか しNHKの生l活時 FEl調

査によると,通勤時間が 1時間以上の人の割合

が東京圏では55%に達 しているのに対 して,人
口50万人以上の都市では35%,10～ 50万の都市

では22%で ある9)。
全国的な平均を基準とすれ

ば大都市圏の生活空間は過大化しており,郊外

生活者の増加と郊外への機能の新規立地は,こ

のような生活空間を細分化する動きと理解する

ことができる。

ところで,人 日の増加に対 し,そ の需要に呼

応する機能の立地には時間差を生じるのが一般

的である。これは機能の成立関の問題に還元す

ることができる。例えば人口が100人増加すれ

ば日常最寄品の商店が立地 し,1,000人 になれ

ば買回品の商店が, 1万人を越えれば大型店が

立地するというように,人口規模の増大ととも

に機能の集積がみられるようになる。

荒井 (1985)に よれば,支持人口が30～ 40万

人あることが地域中心都市として成立する条件

であるという1° )。 それは「街 らしさ」や「ア

ーバニティ」 といった都市空間を演出するため

にはそれなりのコストが必要であり,それを負

担するためにはある程度の基盤が必要であると

いうのである。全国の都市を見渡しても,三大

都市圏を除けば人口40万人を越える市は17にす

ぎず,30万人以上としても29市に過ぎないから,

少なくとも30～ 40万 という閾値が地域中心都市

として成立する条件とみなしても不自然ではな

い。

第 3表 東京圏の郊外における人口規模別

都市数の推移  ( )内は累積数

1960年  1970年 1985年

中心市人口

郊外人口

100万以上

50～ 99万

40～ 49;万

30～ 39万

20～ 29:万

10～ 19:万

1(1)

1(2)

2(4)

12 (16)

1(1)

1(2)

1(3)

3(6)

8(14)

19 (33)

2(2)

2(4)

5(9)

5(14)

7(21)

33 (54)

831フラ     884フラ     835フラ

955フワ    1527フラ    2200フラ
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東京大都市圏の郊外においては,1960年 に人

口が30万人以上の都市はわずかに 2市 しかなく,

中心市とそれをとりまく中小都市といった図式

を認めるのみであった (第 3表 )。 それが1970

年には 6市,85年 には14市へと増加して,少な

くとも人口規模の面では郊外の拠点として,圏

域中心都市が成立するポテンシャルを得るよう

な条件を備えるようになったいえる。

このように考えていけば,郊外の自立化とは,

これまで人口増加と機能立地の速度の違いにお

いて日常の生活に不便を余儀なくされ,過大化

した生活空間を強いられてきた郊外が,自 己完

結化した圏域に細分化されることにより,その

構造が地方都市の生活空間に似たものになって

きたとみることができよう。

つぎに,選択的行動にもとづ く郊外の生活空

間を考えてみたい。選択的活動は心の豊かさや

満足を得るものであるから,多様性 と刺激に富

み,自己実現の機会に恵まれた大都市ほど実現

の可能性が高 くなると仮定しよう。つまり,必

需的な活動が人口30～ 40万人の規模で保証され

るとするならば,選択的活動は最低でも100万

人あるいは200万人程度の人口集積があっては

じめて実現できる活動と考えるのである。わが

国で人口が200万人以上の都市は,東京,横浜 ,

大阪,名古屋の 4市 しかないから,具体的には

大都市圏の中心市においてのみ実現されるよう

な活動を想定するわけである。

をぬって中心市に出かけることはほとんど絶望

的に近い。つまり,郊外生活者の大部分にとっ

て日常的に中心市に出かけることは不可能であ

り,そ れが可能なのは,中心市に生活空間の一

端をおく通勤者か, 日常生活の制約がほとんど

ない人びとに限られてしまうのである。中心市

の活動にとって郊外からの通勤者は意味があっ

ても,郊外生活者にとって日常生活空間の中で

中心市のもつ意味はほとんどないのである。

こうしてみると,郊外生活者にとっての中心

市は非日常の対象であり,そ の実現の可能性は

地方都市の住民となんら違わないことになる。

選択的な活動に対する時間や費用の弾力性は高

く,交通機関の発達により2～ 3時間で到達可

能な地方圏もずいぶん増えた今 日,交通費の負

担を別にすれば,中心市において選択的活動を

実現する機会は,地方も郊外もそう変わらなく

なっているといえるのではなかろうか。

必需的活動にたいし,郊外の生活空間は地方

都市のそれがもつ自立性 と完結性を有するよう

になり,一方,選択的活動の実現性において ,

郊外は地方都市 とさして違いが認められなくな

ってきた。過大化 した都市圏は,生活者のスケ

ールに応 じた適正規模の生活圏に細分化されよ

うとしており,それを郊外の地方都市化と呼ぶ

ことはできないだろうか。

おわりに

この場合,地方都市にとっても郊外にとって   この小論は,昨今の大都市圏の構造変化を郊

も活動を実現する場は同じであるから,郊外を  外の「成熟」としてとらえ,こ れまで都市圏研

特徴づけていることは中心市からの距離が近い  究で画一的に考えられていた郊外の生活空間に

ことにすぎない。では,郊外生活者にとって中  ついて,考えなおしてみたものである。議論の

心市に近接 していることがどれほどの意味を持  前提は,こ れまで郊外の生活空間を特徴づけて

っているのだろうか。郊外に働 く人が,夕方仕  いるとされる中心市への通勤者の存在を,郊外

事が終わってから中心市に出かけようとしても, 居住者全体からみればわずかに過ぎないと無視

往復の時間を考慮すれば,残された時間はわず  したところにある。郊外に住み中心市に通勤す

かなものにならぎるを得ない。郊外に住む主婦  る筆者自身が,その家族や周囲を見渡して感覚

にとっても,細切れに細分化された家事の合間  的に判断した前提であり,ま たその正誤は別 と
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して,そ のような前提を置いたときにどのよう

な思考実験が可能であるか試みたものである。

しかし,量的には少なくても中心市通勤者が,   4)
郊外の地域形成に多面的な影響を与えている可

能性を否定することはできない。この点につい

ては,小論で提示 した仮説の検証とともに,今

後の課題 としておきたい。少なくとも郊外が ,

量的な拡大とともに質的な変化を遂げているこ

とを小論では強調 しておきたいと考える。
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